
1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 12,342 13,606 17,289 17,800 合計 17,289,000 円
委託料 17,146,100 円

財
　
源

特定財源 60 84 95 133 負担金、補助及び
交付金 142,900 円

一般財源 12,282 13,522 17,194 17,667

職員人件費　② 1,151 1,195 1,240 1,270

総事業費（①＋②） 13,493 14,801 18,529 19,070

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 保育環境改善等事業費補助金

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 子育て支援
施策

和

体系
施策の内容 幼児教

７

育・保育の充実

目
　
　

年

　
的

　認可保育所を補

度

完するため、認可外保

評

育所

主
た
る
内
容

　市の

価

定める基準に適合する

）

認可外保育所に
を運営

刈

する事業者に保育を委

谷

託し、認可外保 対して

市

、保育を必要とする3

事

歳未満児の保育を
育所

務

の保育環境の向上を図

事

る。 委託する。

位
置
づ

業

け

関連計画 刈谷市こど

評

も計画

根拠法令 認可外

価

保育所運営委託基準、

シ

事業所内保育所保育委

ー

託基準

対象者 認可外保

ト

育施設、事業所内保育

（

所 事業期間 平成９年度

様

～

実施方法 □直営　■

式

委託　□指定管理　□

１

補助・助成　□その他

）

会計名 担当部 次世

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

代

績

５年度実績 ６年度実

育

績 ７年度実績 ８年度計

成

画

・委託契約　　　　

部

　13施設 ・委託契約

一

　　　　　13施設 ・

般

委託契約　　　　　1

会

4施設 ・委託契約　　

計

　　　14施設
・延べ

認

委託児童数　 1,0

可

93人 ・延べ委託児童

外

数　 1,168人 ・

保

延べ委託児童数　 1

育

,354人 ・延べ委託

所

児童数　 1,420

運

人

　令和7年度は市内

営

14の認可外保育施設

支

と委託契約を結び、認

援

可保育所に入所できな

事

かった3歳未満児の保

業

育環境の向上を

成果
図

担

ることができた。

　大

当

規模な宅地開発やマン

課

ション建設が進む地域

子

もあるため、保育ニー

ど

ズを注視しながら適切

も

に予算措置をしていく

課

必要

がある。
課題

指標

款

名称（単位）
実績値 目

項

標値

５年度 ６年度 ７年

目

度 ８年度 １０年度

活動

担

認可外保育所委託契約

当

数（施設） 13 13 1

係

4 14 14
指標
成果 延

管

べ委託児童数（人） 1

理

,093 1,168 1

係

,354 1,420 1

3

,420
指標

 
他市と

2

の
比較検証



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　認可外保育所

令

及び事業所内保育所の

和

事業に対して補助を
・

８

法的業務
高い

行うこと

年

により、保育の充実化

度

や待機児童解消に向け

（

ての
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 対応が図

和

られているため、必要

７

性の高い事業と言える

年

。
・市民生活上必要で

度

ある　など

　保育が必

評

要な3歳未満児の保育

価

を認可外保育所及び事

）

業所
・コストの節減、

刈

費用対効果
高い

内保育

谷

所が行うことで、待機

市

児童への早急かつ効率

事

的な対
効率性 ・執行体

務

制の効率性 応ができる

事

。
・手段の最適性　な

業

ど

　認可外保育所及び

評

事業所内保育所の事業

価

や保育環境を充
・市が

シ

主体となって実施する

ー

高い
実するために市の

ト

関与が妥当である。
妥

（

当性 　べき事業である

様

か
・総合計画との整合

式

性　など

　刈谷市内の

２

保育施設の充実に寄与

）

している。

施策への ・

会

施策への貢献度
高い・

計

目標達成度
貢献度 ・市

名

民サービスへの効果　

担

など

今後の方向性 □拡

当

充　■現状維持　□改

部

善・効率化　□縮小　

次

□終期設定　□休止・

世

廃止

　大規模な宅地開

代

発やマンション建設が

育

進む地域もあるため、

成

保育ニーズを注視しな

部

がら適切に予算措置を

一

していく
必要がある。

般会計
認

Ｃ
 
　
Ｈ
 

可

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

外

∧
　
評
　
価
　
∨

保育所運営支援事業
担当課 子ども課

款 項 目 担当係 管理係

3 2 1



1

ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 13,168 13,446 17,333 34,388 合計 17,333,200 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 17,333,200 円

一般財源 13,168 13,446 17,333 34,388

職員人件費　② 767 796 827 847

総事業費（①＋②） 13,935 14,242 18,160 35,235

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 子育て支援
施策

和

体系
施策の内容 幼児教

７

育・保育の充実

目
　
　

年

　
的

　認可外保育所利

度

用者の保育料負担を軽

評

減す

主
た
る
内
容

　認可

価

保育所への申込みを行

）

ったが、入所で
ること

刈

により、子育て支援の

谷

充実を図る。 きずに認

市

可外保育所を利用する

事

ことになった3
歳未満

務

児の保護者に対して、

事

所得に応じて保
育料を

業

補助する。

位
置
づ
け

関

評

連計画 刈谷市こども計

価

画

根拠法令 刈谷市認可

シ

外保育施設利用料補助

ー

金交付要綱

対象者 保護

ト

者 事業期間 平成２４年

（

度 ～

実施方法 □直営　

様

□委託　□指定管理　

式

■補助・助成　□その

１

他

）

会計名 担当部 次

Ｂ
　
事
　
業
　
実

世

　
績

５年度実績 ６年度

代

実績 ７年度実績 ８年度

育

計画

・補助人数　　　

成

 80人 ・補助人数　

部

　　 82人 ・補助人

一

数　　　 88人 ・補

般

助人数　　　   9

会

7人
・補助件数　延べ

計

569件 ・補助件数　

認

延べ596件 ・補助件

可

数　延べ601件 ・補

外

助件数　延べ1,16

保

4件

　令和7年10月

育

から第二子に対する補

所

助を拡充し、認可外保

利

育所を利用する保護者

用

の負担をさらに軽減す

補

ることができた

成果
。

助

　大規模な宅地開発や

事

マンション建設が進む

業

地域もあるため、保育

担

ニーズを注視しながら

当

適切に予算措置をして

課

いく必要

がある。
課題

子

指標名称（単位）
実績

ど

値 目標値

５年度 ６年度

も

７年度 ８年度 １０年度

課

活動 補助人数（人） 8

款

0 82 88 97 97
指

項

標

指標

他市との
比較検

目

証

担当係 管理係

3 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　認可保育所を

令

希望しても入所できず

和

、認可外保育所を利
・

８

法的業務
高い

用する保

年

護者にとって、利用料

度

の補助があることによ

（

り負
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 担の軽減

和

となる。
・市民生活上

７

必要である　など

　毎

年

月、補助を行うことに

度

より、継続的に保護者

評

の負担の
・コストの節

価

減、費用対効果
普通

軽

）

減を図っている。
効率

刈

性 ・執行体制の効率性

谷

・手段の最適性　など

市

　利用料の補助を実施

事

することにより、認可

務

保育所と同程
・市が主

事

体となって実施する
高

業

い
度の保育料負担にす

評

ることができる。
妥当

価

性 　べき事業であるか

シ

・総合計画との整合性

ー

　など

　保護者の保育

ト

料負担の軽減に寄与し

（

ている。

施策への ・施

様

策への貢献度
普通・目

式

標達成度
貢献度 ・市民

２

サービスへの効果　な

）

ど

今後の方向性 □拡充

会

　■現状維持　□改善

計

・効率化　□縮小　□

名

終期設定　□休止・廃

担

止

　大規模な宅地開発

当

やマンション建設が進

部

む地域もあるため、保

次

育ニーズを注視しなが

世

ら適切に予算措置をし

代

ていく
必要がある。

育成部

一

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

般

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

会

　
評
　
価
　
∨

計
認可外保育所利用補助事業

担当課 子ども課

款 項 目 担当係 管理係

3 2 1



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,648,917 1,902,061 2,058,002 2,837,253 合計 2,058,001,952 円
委託料 1,754,287,414 円

財
　
源

特定財源 1,049,883 1,253,042 1,338,065 1,777,965 負担金、補助及び
交付金 303,714,538 円

一般財源 599,034 649,019 719,937 1,059,288

職員人件費　② 7,212 6,530 6,781 6,942

総事業費（①＋②） 1,656,129 1,908,591 2,064,783 2,844,195

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 子どものための教育・保育給
付交付金

９年度以降の事業費見込 0 子ども・子育て支援交付金
私立保育所保護者負担金　等

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 子育て支援
施策体

和

系
施策の内容 幼児教育

７

・保育の充実

目
　
　
　

年

的

　私立保育所の運営

度

に係る費用を補助する

評

こ

主
た
る
内
容

　私立保

価

育所に運営を委託し、

）

次に掲げる補
とで、保

刈

育士等の処遇向上や施

谷

設の運営改善 助を行う

市

。
等保育環境の向上を

事

図る。 ○職員処遇費
○

務

1歳児保育事業費
○産

事

休等代替職員設置費
○

業

保健師等設置費
○障害

評

児保育事業費
○祝日保

価

育事業費
○管理費
○借

シ

入金返済費
○緊急地震

ー

速報受信装置設置費　

ト

等

位
置
づ
け

関連計画 刈

（

谷市こども計画

根拠法

様

令 児童福祉法、子ども

式

・子育て支援法、刈谷

１

市私立保育所運営費等

）

補助金交付要綱　等

対

会

象者 特定教育・保育施

計

設、地域型保育事業者

名

事業期間 ～

実施方法 □

担

直営　■委託　□指定

当

管理　■補助・助成　

部

□その他

次世代育成部

一般

Ｂ
　
事
　

会

業
　
実
　
績

５年度実績

計

６年度実績 ７年度実績

私

８年度計画

・運営委託

立

・運営委託 ・運営委託

保

・運営委託
・運営補助

育

・運営補助 ・運営補助

所

・運営補助

　私立保育

運

所に委託や補助をする

営

ことで、安定した施設

支

運営を続けることがで

援

きた。

成果

　子ども・

事

子育て支援交付金、保

業

育対策総合支援事業費

担

補助金などの国・県の

当

補助内容の動向を注視

課

する必要がある。

課題

子

指標名称（単位）
実績

ど

値 目標値

５年度 ６年度

も

７年度 ８年度 １０年度

課

活動 委託保育施設数（

款

施設） 11 11 11 1

項

2 14
指標
活動 待機児

目

童数（人） 0 10 13

担

15 0
指標

他市との
比

当

較検証

係 管理係

3 2 3



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　私立保育所に対

令

して補助を行うことに

和

より、保育環境の
・法

８

的業務
高い

充実化や待

年

機児童解消に向けての

度

対応が図られており、

（

必
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 要性の高い

和

事業である。
・市民生

７

活上必要である　など

年

　市に必要な保育所の

度

建設や運営の一部を私

評

立保育所が行
・コスト

価

の節減、費用対効果
高

）

い
うことで、待機児童

刈

への早急かつ効率的な

谷

対応ができる。
効率性

市

・執行体制の効率性
・

事

手段の最適性　など

　

務

私立保育所の事業や保

事

育環境を充実するため

業

の市の関与
・市が主体

評

となって実施する
高い

価

が妥当である。
妥当性

シ

　べき事業であるか
・

ー

総合計画との整合性　

ト

など

　刈谷市内の私立

（

保育所の運営、充実に

様

寄与している。

施策へ

式

の ・施策への貢献度
高

２

い・目標達成度
貢献度

）

・市民サービスへの効

会

果　など

今後の方向性

計

□拡充　■現状維持　

名

□改善・効率化　□縮

担

小　□終期設定　□休

当

止・廃止

　今後も私立

部

保育所の運営等の支援

次

や補助を行い、職員の

世

処遇向上、待機児童の

代

解消を図る。

育成部

一

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

般

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

会

価
　
∨

計
私立保育所運営支援事業

担当課 子ども課

款 項 目 担当係 管理係

3 2 3



　① 0 0 72,618 169,062 合計 72,617,540 円
報償費 87,100 円

財
　
源

特定財源 0 0 47,995 112,702 旅費 10,440 円
委託料 528,000 円

一般財源 0 0 24,623 56,360 負担金、補助及び
交付金 71,992,000 円

職員人件費　② 0 0 2,977 3,048

総事業費（①＋②） 0 0 75,595 172,110

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 就学前教育・保育施設整備交
付金（国）

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 子育て支援
施策体

和

系
施策の内容 幼児教育

７

・保育の充実

目
　
　
　

年

的

　私立保育所の整備

度

費に対して補助を行う

評

こ

主
た
る
内
容

　民間事

価

業者が行う認可保育所

）

整備に対して
とにより

刈

、民間事業者の積極的

谷

な保育所運営 費用の一

市

部を助成する。
を促し

事

、待機児童の解消を図

務

る。

位
置
づ
け

関連計画

事

刈谷市こども計画

根拠

業

法令 児童福祉法、就学

評

前教育・保育施設整備

価

交付金交付要綱、刈谷

シ

市私立保育所施設整備

ー

費補助金交付要領

対象

ト

者 事業者 事業期間 ～

実

（

施方法 □直営　□委託

様

　□指定管理　■補助

式

・助成　□その他

１）

会計名 担当部 次

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

５

世

年度実績 ６年度実績 ７

代

年度実績 ８年度計画

　

育

　 ・木の実乳児園整備

成

改修費補 ・北部地域の

部

保育園建設費補
　 　 　

一

助 　助
　 　
　 　
　　　

般

――――――― 　　　

会

―――――――

　私立

計

保育所を新設すること

私

により、定員の拡大が

立

図られ、待機児童が発

保

生している状況を緩和

育

することができた。

成

所

果

　本市の保育ニーズ

整

の状況変化や保育所等

備

整備交付金の国庫補助

支

内容の動向に引き続き

援

注意が必要である。

課

事

題

指標名称（単位）
実

業

績値 目標値

５年度 ６年

担

度 ７年度 ８年度 １０年

当

度

活動 補助件数（件）

課

ー ー 1 1 ー
指標
成果 待

子

機児童数（人） ー ー 1

ど

3 15 ー
指標

他市との

も

比較検証

課

款 項 目 担当係 施

Ｃ
　
事
　
業

設

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

係

円
５年度 ６年度 ７年度

3

８年度 ７年度

（決算）

2

（決算） （決算） （予

3

算） 事業費内訳

事業費



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　私立保育所の建

令

設費補助を行うことに

和

より、保育環境の
・法

８

的業務
高い

充実や待機

年

児童解消に向けての対

度

応が図られるため、必

（

要
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 性の高い事

和

業と言える。
・市民生

７

活上必要である　など

年

　市に必要な保育所の

度

建設を民間事業者が行

評

うことで、国
・コスト

価

の節減、費用対効果
高

）

い
庫補助を受けられる

刈

とともに、待機児童解

谷

消への早急かつ
効率性

市

・執行体制の効率性 効

事

率的な対応ができるた

務

め、費用対効果が高い

事

手段である
・手段の最

業

適性　など 。

　待機児

評

童の状況や保育環境を

価

充実するため、市が主

シ

体と
・市が主体となっ

ー

て実施する
高い

なって

ト

実施すべき事業である

（

。また、総合計画、刈

様

谷市子
妥当性 　べき事

式

業であるか ども計画に

２

位置付けられた取組で

）

ある。
・総合計画との

会

整合性　など

　市内の

計

私立保育所の整備及び

名

保育環境の充実に寄与

担

して

施策への ・施策へ

当

の貢献度
高い

いる。
・

部

目標達成度
貢献度 ・市

次

民サービスへの効果　

世

など

今後の方向性 ■拡

代

充　□現状維持　□改

育

善・効率化　□縮小　

成

□終期設定　□休止・

部

廃止

　今後も私立保育

一

所の整備のため、建設

般

費補助を行い、待機児

会

童の解消を図る。

計
私立保

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

育

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

所

評
　
価
　
∨

整備支援事業
担当課 子ども課

款 項 目 担当係 施設係

3 2 3



4

財
　
源

特定財源 0 0 229,057 0 工事請負費 246,951,100 円
備品購入費 1,338,068 円

一般財源 0 0 20,609 0

職員人件費　② 0 0 1,488 0

総事業費（①＋②） 0 0 251,154 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 ・就学前教育・保育施設整備
交付金（国）

９年度以降の事業費見込 0 ・公共施設維持保全基金繰入
　他

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 子育て支援
施策

和

体系
施策の内容 幼児教

７

育・保育の充実

目
　
　

年

　
的

　園舎の機能を回

度

復させるとともに、保

評

育環

主
た
る
内
容

　昭和

価

59年に建設された園

）

舎の内外装及び設
境の

刈

変化に適合させるため

谷

に大規模な改修を 備の

市

改修工事等を行い、施

事

設の延命化及び予
行い

務

、施設の保全及び良好

事

な保育環境の維持 防的

業

な保全を行う。
を図る

評

。 構造：鉄筋コンクリ

価

ート造2階建て
規模：

シ

延床面積　1,265

ー

㎡

位
置
づ
け

関連計画

根

ト

拠法令

対象者 幼児園児

（

、保護者 事業期間 令和

様

７年度 ～ 令和７年度

実

式

施方法 ■直営　■委託

１

　□指定管理　□補助

）

・助成　□その他

会計名 担当部 次世代

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

５

育

年度実績 ６年度実績 ７

成

年度実績 ８年度計画

　

部

　 ・大規模改造工事 　

一

　 　 　
　 　 　
　 　 　
　

般

　　――――――― 　

会

　　――――――― 　

計

　　―――――――

　

衣

老朽化による建物の損

浦

耗や機能低下の復旧を

幼

目的とした園舎の大規

児

模改造工事を実施し、

園

良好な保育環境への改

大

善がで

成果
きた。

課題

規

指標名称（単位）
実績

模

値 目標値

５年度 ６年度

改

７年度 ８年度 １０年度

造

活動 整備進捗率（％）

事

― ― 100.0 ― ―
指

業

標
活動
指標

他市との
比

担

較検証

当課 子ども課

款 項

Ｃ
　
事
　
業
　

目

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

担

５年度 ６年度 ７年度 ８

当

年度 ７年度

（決算） （

係

決算） （決算） （予算

施

） 事業費内訳

事業費　

設

① 0 0 249,666

係

0 合計 249,665

3

,663 円
需用費 1

2

,376,495 円



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　良好な教育・

令

保育環境を提供するた

和

めに、必要性の高い
・

８

法的業務
高い

事業であ

年

る。
必要性 ・市民ニー

度

ズ、社会需要
・市民生

（

活上必要である　など

令

　近接している幼児園

和

を使用することで仮設

７

園舎を用いず
・コスト

年

の節減、費用対効果
普

度

通
コストを抑え、園の

評

運営に配慮できた。
効

価

率性 ・執行体制の効率

）

性
・手段の最適性　な

刈

ど

　老朽化していた施

谷

設を改修して教育・保

市

育環境を向上さ
・市が

事

主体となって実施する

務

高い
せる事業であり、

事

市の全体的な関与が必

業

要である。
妥当性 　べ

評

き事業であるか
・総合

価

計画との整合性　など

シ

　幼児園の整備・充実

ー

に寄与している。

施策

ト

への ・施策への貢献度

（

高い・目標達成度
貢献

様

度 ・市民サービスへの

式

効果　など

今後の方向

２

性 □拡充　□現状維持

）

　□改善・効率化　□

会

縮小　□終期設定　□

計

休止・廃止

名 担当部

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

次

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

世

　
∨

代育成部

一般会計
衣浦幼児園大規模改造事業

担当課 子ども課

款 項 目 担当係 施設係

3 2 4



園

に沿った実技研修は、

係

園で行ったことで多くの保育教諭が参加することができ、即保育に活かせること

成果
ができた。園で行うことで、同じ地域の園にも案内し、共に学びあう体制づくりを整えることができた。実技研修や保育

の基本である子ども理解について学ぶことで、保育に対する意欲の高まりを感じる。また、経験年数に応じた研修を受け

た職員が、自己の立場を自覚し役割に応じた職責を担い、力を発揮できている。

　保育教諭研修計画に基づき、保育教諭の資質向上を目指しながらも、研修が保育教諭の負担にならず学ぶ意欲につなが

るようにしていくため、研修の形態及び内容や講師の選択等を考えていく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 保育士研修を受講した保育士の割合（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
指標

 
指標

 
他市との 　
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,912 7,101 5,969 8,535 合計 5,969,060 円
報償費 4,764,280 円

財
　
源

特定財源 878 2,906 2,503 3,637 旅費

Ｄ

863,280 円
委

　

託料 250,000 

　

円

一般財源 5,034

　

4,195 3,466

Ｏ

4,898 負担金、補

　

助及び
交付金 91,5

　

00 円

職員人件費　

∧

② 3,836 3,98

　

2 4,134 4,23

　

3

総事業費（①＋②）

実

9,748 11,08

　

3 10,103 12,

　

768

建
設
事
業

全体事

施

業費（単位：千円） 0

　

７年度特定財源名称

７

　

年度までの累積事業費

∨

0 子ども・子育て支援体制整備
総合推進事業費補助金

９年度以降の事業費見込 0 教育支援体制整備事業費交付
金

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安心

令

基本施策 子育て支援
施

和

策体系
施策の内容 幼児

７

教育・保育の充実

目
　

年

　
　
的

　保育内容の充

度

実と質の向上を目的に

評

研修計

主
た
る
内
容

　各

価

種研修会を開催すると

）

ともに、県・外郭
画に

刈

基づき、実践に活かし

谷

ていける研修や保 団体

市

が行う研修会に参加す

事

る。
護者支援、子育て

務

支援につながる研修を

事

取り ○各種研修会
入れ

業

て実施する。 　・保育

評

指導研修
　・保育実技

価

研修
　・園長、主任研

シ

修
○研修旅費
　・園長

ー

・主任研修
　・初任・

ト

中堅保育士研修等

位
置

（

づ
け

関連計画 刈谷市こ

様

ども計画

根拠法令

対象

式

者 保育園・幼児園保育

１

教諭 事業期間 ～

実施方

）

法 ■直営　■委託　□

会

指定管理　□補助・助

計

成　□その他

名 担当部 次世代育

Ｂ
　

成

事
　
業
　
実
　
績

５年度

部

実績 ６年度実績 ７年度

一

実績 ８年度計画

・保育

般

園職員研修　 ・保育園

会

職員研修　 ・保育園職

計

員研修　 ・保育園職員

保

研修
  43回   

育

724人   50回 

教

  961人   48

諭

回   800人 　5

研

0回　　820人
・幼

修

児園職員研修 ・幼児園

事

職員研修 ・幼児園職員

業

研修 ・幼児園職員研修

担

　
　40回　 586

当

人 　36回　 442

課

人 　40回　 500

子

人 　45回　　510

ど

人
・保育園幼児園合同

も

研修 ・保育園幼児園合

課

同研修 ・保育園幼児園

款

合同研修 ・保育園幼児

項

園合同研修会
  7回

目

　 283人   12

担

回　 277人   1

当

0回　 280人 　1

係

0回　　300人
・愛

保

知県現任保育士研修 ・

育

愛知県現任保育士研修

園

・愛知県現任保育士研

係

修 ・愛知県現任保育士

3

研修
  5回　  1

2

1人   5回　  1

1

0人   5回　  1

幼

0人 　5回　　　10

児

人
　

　保育教諭の課題



幼

に関する不安解消が図

児

れている。

　各園の訪

園

問回数を確保すること

係

で、継続観察が必要な子に指導がもらえ、また、保護者からの相談にも対応できるよう

にしている。

　臨床心理士等から専門的立場で子どもを見てもらえるため、保育指導への効果が大きく、保護者への相談に柔軟に対応

しているが、各園の支援の必要な園児の人数にばらつきがあるため、あらかじめ、各園の必要な訪問回数を検討しながら
課題

配置する事が必要であった。

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 年間訪問回数（回） 180 210 210 210 220
指標
活動 相談件数（件） 500 480 490 490 500
指標

　近隣市においても、臨床心理士等に指導を仰ぎ実施しているところもあるが、回数や時間数はばらつきが
他市との ある。今後もより一層の充実を図る必要がある。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,660 5,665 5,764 5,913 合計 5,764,000 円
報償費 5,764,000 円

財
　
源

特定財源 1,285 1,277 2,032 2,032

一般財源 4,375 4,388 3,732 3,881

職員人件費　② 3,836 3,

Ｄ

982 4,134 4,

　

233

総事業費（①＋

　

②） 9,496 9,6

　

47 9,898 10,

Ｏ

146

建
設
事
業

全体事

　

業費（単位：千円） 0

　

７年度特定財源名称

７

∧

年度までの累積事業費

　

0 保育対策総合支援事

　

業費補助
金

９年度以降

実

の事業費見込 0

　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安心

基本施策 子育て支

和

援
施策体系

施策の内容

７

幼児教育・保育の充実

年

目
　
　
　
的

　臨床心理

度

士等が、保育カウンセ

評

ラーとして

主
た
る
内
容

価

　保育カウンセラーが

）

市内保育園及び幼児園

刈

保護者等の子育てに関

谷

する相談について、専

市

を年5～8回巡回し、

事

子どもの発達や育児に

務

悩
門的な立場から指導

事

を行い、育児不安を解

業

消 む保護者と保育教諭

評

等の相談に対応する。

価

したり、保育に生かし

シ

たりして育児支援を行

ー

う。

位
置
づ
け

関連計画

ト

根拠法令

対象者 保護者

（

、保育園・幼児園保育

様

教諭 事業期間 平成１９

式

年度 ～

実施方法 ■直営

１

　□委託　□指定管理

）

　□補助・助成　□そ

会

の他

計名 担当部 次世代

Ｂ
　
事
　
業
　

育

実
　
績

５年度実績 ６年

成

度実績 ７年度実績 ８年

部

度計画

・訪問回数　1

一

05回 ・訪問回数　4

般

43回 ・訪問回数　1

会

65回 ・訪問回数　1

計

05回
・相談件数　4

保

71件 ・相談件数　5

育

27件 ・相談件数　5

カ

10件 ・相談件数　5

ウ

20件
    うち保

ン

護者　　39件    

セ

 うち保護者　　99

ラ

件      うち保護

ー

者　　99件     

事

 うち保護者　 10

業

0件
　　　　  園児

担

　 405件 　　　　

当

　園児　 406件 

課

 　　　　　 園児 

子

　376件 　　　　　

ど

 園児 　400件
 

も

     　保育教諭

課

　27件       

款

  保育教諭　22件

項

          

目

  保育教諭　  3

担

5件        保

当

育教諭　  35件
 

係

   

　個別に支援が

保

必要な子や障害のある

育

園児が増えていること

園

や、母親の子育てに関

係

する不安感も増し、カ

3

ウンセリングを

成果
受

2

けることで、保育指導

1

の充実と母親の子育て



3

ができた。

サッカー教

2

室では、園児が楽しめ

1

るメニューにより、体

幼

を動かす楽しさを体験

児

することができた。

　

園

情操教育につながる、

係

郷土愛が深まる内容を検討する。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 実施回数（回） 42 42 42 42 42
指標
活動 サッカー教室の開催数（回） 42 42 42 42 42
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 5,886 5,988 6,255 合計 5,988,300 円
委託料 5,988,300 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 5,886 5,988 6,255

職員人件費　② 0 1,911 1,985 2,032

総事業費（①＋②） 0 7,797 7,973 8,287

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 福祉安心

基本施策 子

和

育て支援
施策体系

施策

７

の内容 幼児教育・保育

年

の充実

目
　
　
　
的

　児

度

童が豊かな感性や多様

評

な価値観を身に付

主
た

価

る
内
容

　人形劇の鑑賞

）

会やサッカー選手等を

刈

招いた
けられるよう、

谷

文化やスポーツに関す

市

る体験 サッカー教室等

事

を開催する。
機会の充

務

実を図る。

位
置
づ
け

関

事

連計画

根拠法令

対象者

業

保育園児及び幼児園児

評

事業期間 ～

実施方法 □

価

直営　■委託　□指定

シ

管理　□補助・助成　

ー

□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　

名

業
　
実
　
績

５年度実績

担

６年度実績 ７年度実績

当

８年度計画

・サッカー

部

教室開催 ・サッカー教

次

室開催 ・サッカー教室

世

開催 ・サッカー教室開

代

催
　（刈谷幼児園はじ

育

め21園） 　（刈谷幼

成

児園はじめ21園） 　

部

（刈谷幼児園はじめ2

一

1園） 　（刈谷幼児園

般

はじめ21園）
・人形

会

劇上演 ・人形劇上演 ・

計

人形劇上演 ・人形劇上

園

演
　（刈谷幼児園はじ

児

め23園） 　（刈谷幼

文

児園はじめ23園） 　

化

（平成幼児園はじめ2

・

3園） 　（刈谷幼児園

ス

はじめ23園）
「ひも

ポ

ルンパ」など 「わいわ

ー

いパペットおんがく 「

ツ

わいわいパペットおん

体

がく 「やんすけとやん

験

すけとやん
・劇上演（

事

刈谷幼児園はじめ たい

業

」など たい」など すけ

担

」など
19園）刈谷に

当

ちなんだ演目 ・劇上演

課

（刈谷幼児園はじめ ・

子

劇上演（刈谷幼児園は

ど

じめ ・劇上演（刈谷幼

も

児園はじめ
19園）刈

課

谷にちなんだ演目 19

款

園）刈谷にちなんだ演

項

目 19園）刈谷にちな

目

んだ演目

　専門家によ

担

る人形劇を観劇するこ

当

とにより、園児の情操

係

を育てることができた

保

。劇上演では、刈谷に

育

ゆかりのある作家

成果

園

の童話劇を観劇するこ

係

とで郷土に親しむこと



係

たちが甲冑製作や甲冑

幼

を着用した行事に参加

児

する際に、刈谷の歴史

園

について興味が広がる

係

よう、歴史に触れる機

会や、刈谷城や先人の知恵について話を聞くなどの行事の内容の工夫をしていく。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 行事実施回数（回） 53 56 54 60 60
指標

指標
　刈谷市独自事業

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,766 1,886 2,123 2,000 合計 2,123,231 円
需用費 2,123,231 円

財
　
源

特定財源 1,000 1,000 1,000 1,000

一般財源 766 886 1,123 1,000

職員人件費　② 3,069 3,185 3,308 3,386

総事業費（①＋②） 4,835 5,071 5,431 5,386

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 児童福祉事業費寄附金

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安心

基本施策 子育て

和

支援
施策体系

施策の内

７

容 幼児教育・保育の充

年

実

目
　
　
　
的

　刈谷城

度

が築城された1533

評

年（戦国時代）当

主
た

価

る
内
容

　市内保育園及

）

び幼児園の5歳児を対

刈

象に、ダ
時の時代背景

谷

や出来事、刈谷城に対

市

する考え ンボール（厚

事

紙）製の甲冑を製作す

務

る。製作
方や歴代藩主

事

によるまちづくり等に

業

思いを巡 後は、運動会

評

や園の行事などで活用

価

する。
らせ、未来を担

シ

う子ども達が先人の知

ー

恵や生
き方を学ぶこと

ト

により、刈谷市の未来

（

を紡ぎ
出す。

位
置
づ
け

様

関連計画

根拠法令

対象

式

者 保育園児及び幼児園

１

児 事業期間 平成２５年

）

度 ～

実施方法 ■直営　

会

■委託　□指定管理　

計

□補助・助成　□その

名

他

担当部 次世代育成

Ｂ
　
事
　
業
　
実

部

　
績

５年度実績 ６年度

一

実績 ７年度実績 ８年度

般

計画

・甲冑製作 ・甲冑

会

製作 ・甲冑製作 ・甲冑

計

製作
　保育園16園　

チ

幼児園15園 　保育園

ビ

15園　幼児園15園

ッ

　保育園12園　幼児

コ

園15園 　保育園12

甲

園　幼児園15園
・各

冑

園行事実施 ・各園行事

事

実施 ・各園行事実施 ・

業

各園行事実施
　保育園

担

　22回 　保育園　2

当

5回 　保育園　20回

課

　保育園　25回
　幼

子

児園　31回 　幼児園

ど

　31回 　幼児園　3

も

3回 　幼児園　35回

課

　市政施行75周年パ

款

レード　
　　　
　1回

項

　各園で甲冑製作をし

目

、チビッコ甲冑行列を

担

開催することで刈谷城

当

築城当時の歴史を学ぶ

係

ことができた。また、

施

運動会や

成果
地域の行

設

事に加え、デイサービ

係

スや老人ホーム先で披

3

露するなど、2回以上

2

行事で活用することが

1

できた。市政施行75

保

周

年パレードにも参加

育

し、市民に披露するこ

園

とができた。

　子ども



児

きた。

市内全保育園・

園

幼児園の作品を一同に

係

展示をすることは会場面積上困難であるため、作品展示数は限られている。乳幼児

の描画発達や刈谷市の保育をより理解していただくため、今後も園をグループに分けて順番に展示する方法を継続してい
課題

く必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 ちびっこ絵画展参加施設数（施設） 12 12 1１ 12 12
指標
活動 ちびっこ絵画展来場者数（人） 3,930 4,103 3,848 4,500 4,500
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 750 772 732 738 合計 731,581 円
需用費 594,781 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料 136,800 円

一般財源 750 772 732 738

職員人件費　② 614 637 662 677

総事業費（①＋②） 1,364 1,409 1,394 1,415

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

心

基本施策 子育て支援

和

施策体系
施策の内容 幼

７

児教育・保育の充実

目

年

　
　
　
的

　園児による

度

日常的な生活表現の作

評

品展示を

主
た
る
内
容

　

価

市内保育園及び幼児園

）

の0歳児から5歳児が

刈

通じ、児童の絵のすば

谷

らしさを知る。 園生活

市

の中で「思いのままに

事

描いた」生活表
現を刈

務

谷市美術館で展示する

事

。

位
置
づ
け

関連計画

根

業

拠法令

対象者 保育園児

評

・幼児園児、保護者 事

価

業期間 ～

実施方法 ■直

シ

営　□委託　□指定管

ー

理　□補助・助成　□

ト

その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業

担

　
実
　
績

５年度実績 ６

当

年度実績 ７年度実績 ８

部

年度計画

・参加施設　

次

保育園　7園 ・参加施

世

設　保育園　6園 ・参

代

加施設　保育園　4園

育

・参加施設　保育園　

成

5園
　　　　　　幼児

部

園　5園 　　　　　　

一

幼児園　5園     

般

        乳児

会

園　2園 　　　　　　

計

乳児園　2園
・出品人

ち

数　1,434人 ・出

び

品人数　1,395人

っ

　　　　　　幼児園　

こ

5園 　　　　　　幼児

絵

園　5園
・絵画展　延

画

べ来場者数 ・絵画展　

展

延べ来場者数 ・出品人

事

数　1,377人 ・出

業

品人数　1,500人

担

　　　　　　　　　3

当

,930人 　　　　　

課

　　　　4,103人

子

・絵画展　延べ来場者

ど

数 ・絵画展　延べ来場

も

者数
　　　　　　　　

課

　3,848人 　　　

款

　　　　　　4,50

項

0人

子どもたちが「思

目

いのままに描いた」絵

担

を展示し、多くの方に

当

見てもらうことができ

係

た。また、描かれた絵

保

や子どもの園

成果
生活

育

の写真を通して、乳幼

園

児の描画発達や刈谷市

係

の保育を知っていただ

3

くよい機会となった。

2

市政75周年のイベン

1

トも用

意したことで、

幼

親子で楽しむこともで



保

位）
実績値 目標値

５年

育

度 ６年度 ７年度 ８年度

園

１０年度

活動 年間訪問

係

回数（回） 243 280 290 290 290
指標
活動 相談件数（件） 300 300 300 300 300
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 759 725 689 1,000 合計 688,738 円
報償費 688,738 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 759 725 689 1,000

職員人件費　② 1,151 1,593 1,654 1,693

総事業費（①＋②） 1,910 2,318 2,343 2,693

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安心

基本施策 子育て支

和

援
施策体系

施策の内容

７

幼児教育・保育の充実

年

目
　
　
　
的

　日本語の

度

理解できない外国人園

評

児や保護者

主
た
る
内
容

価

　通訳者が市内保育園

）

及び幼児園を巡回しな

刈

に対し通訳を巡回させ

谷

、園での相談等に応じ

市

がら､日本語が理解出

事

来ない園児や保護者と

務

の
て、安定した園生活

事

が送れる環境を整える

業

。 通訳や、手紙の翻訳

評

等を行う。

位
置
づ
け

関

価

連計画  

根拠法令  

対

シ

象者 保育園児・幼児園

ー

児、保護者、保育教諭

ト

事業期間 ～

実施方法 ■

（

直営　□委託　□指定

様

管理　□補助・助成　

式

□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　

次

業
　
実
　
績

５年度実績

世

６年度実績 ７年度実績

代

８年度計画

・訪問回数

育

　月約16回 ・訪問回

成

数　月約28回 ・訪問

部

回数　月約20回 ・訪

一

問回数　月約20回 

般

   
・午前3時間あ

会

るいは午後4時 ・午前

計

3時間あるいは午後4

外

時 ・一日3時間から4

国

時間 ・一日3時間から

人

4時間
間あるいは一日

園

7時間 間 ・年間 24

児

9件 ・年間 280件

等

・年間　300件 ・年

支

間 294件

　子ども

援

同士のトラブルがあっ

事

た時に、日本語が通じ

業

ない園児と母国語で会

担

話したり、保護者に園

当

での子どもの様子を伝

課

成果
えたり、保護者対

子

応をしていただいたこ

ど

とで、お互いの理解に

も

つながった。また、手

課

紙や子どもの記録を翻

款

訳して保護者

に渡すこ

項

とで園生活の理解につ

目

ながり、保護者との意

担

思の疎通が行われた。

当

　多様な国の園児が増

係

えており、国によって

幼

は通訳が確保できてい

児

ない。また、同じ国の

園

通訳ができる先生が１

係

人しかお

らず、逼迫し

3

ている。今後も多国籍

2

語の通訳者が必要とな

1

る。
課題

指標名称（単



理係

3 2 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 98,651 97,290 101,298 138,071 合計 101,297,777 円
委託料 532,100 円

財
　
源

特定財源 67,456 67,567 69,755 96,170 負担金、補助及び
交付金 878,000 円

一般財源 31,195 29,723 31,543 41,901 扶助費 99,887,677 円

職員人件費　② 1,841 1,752 1,819 1,863

総事業費（①＋②） 100,492 99,042 103,117 139,934

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 子どものための教育・保育給
付交付金

９年度以降の事業費見込 0 施設型教育・保育給付費等負
担金  等

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安心

基本施策 子育て

和

支援
施策体系

施策の内

７

容 幼児教育・保育の充

年

実

目
　
　
　
的

　特定教

度

育・保育施設及び地域

評

型保育事業を

主
た
る
内

価

容

　保育認定で他市町

）

村の特定保育施設に入

刈

所
利用する児童のため

谷

、特定教育・保育施設

市

及 した場合に、入所し

事

た特定保育施設に対し

務

、
び地域型保育事業に

事

対し、財政支援を行い

業

、 公定価格に基づく委

評

託費の支払いを行う。

価

教育・保育環境の向上

シ

を図る。 　また、教育

ー

認定で入所した場合や

ト

地域型保
育事業を利用

（

した場合に、公定価格

様

に基づく
施設型給付費

式

及び地域型保育給付費

１

の支払い
を行う。

位
置

）

づ
け

関連計画

根拠法令

会

子ども・子育て支援法

計

対象者 特定教育・保育

名

施設、地域型保育事業

担

者 事業期間 ～

実施方法

当

□直営　■委託　□指

部

定管理　■補助・助成

次

　□その他

世代育成部

一般会

Ｂ
　
事

計

　
業
　
実
　
績

５年度実

特

績 ６年度実績 ７年度実

定

績 ８年度計画

・利用施

教

設　14施設 ・利用施

育

設　19施設 ・利用施

・

設　17施設 ・利用施

保

設　17施設
・利用児

育

童数　133人 ・利用

施

児童数　149人 ・利

設

用児童数　154人 ・

等

利用児童数　154人

運

　利用施設に給付費を

営

支給することで、施設

支

の安定した運営に寄与

援

することができた。

成

事

果

　将来の利用者数の

業

状況は不透明ではある

担

が、大規模な宅地開発

当

やマンション建設など

課

を注視しつつ、適切な

子

予算措置を

していく必

ど

要がある。
課題

指標名

も

称（単位）
実績値 目標

課

値

５年度 ６年度 ７年度

款

８年度 １０年度

活動 利

項

用施設（施設） 14 1

目

9 17 17 17
指標
活

担

動 利用児童数（人） 1

当

33 149 154 15

係

4 154
指標

他市との

管

比較検証



理

69 4,145 5,1

係

26
指標
活動
指標

他市

3

との
比較検証

2 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 27,974 30,406 47,375 44,999 合計 47,374,652 円
扶助費 47,374,652 円

財
　
源

特定財源 20,796 21,069 33,441 33,748

一般財源 7,178 9,337 13,934 11,251

職員人件費　② 2,072 1,752 1,819 1,863

総事業費（①＋②） 30,046 32,158 49,194 46,862

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 子育てのための施設等利用給
付交付金（国）

９年度以降の事業費見込 0 子育て支援施設等利用給付費
負担金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安心

基本施策 子育て

和

支援
施策体系

施策の内

７

容 幼児教育・保育の充

年

実

目
　
　
　
的

　幼児教

度

育・保育無償化の実施

評

に伴い、認可

主
た
る
内

価

容

　認可外保育施設、

）

一時預かり事業、病児

刈

病
外保育施設、一時預

谷

かり事業、病児病後児

市

保 後児保育事業、子育

事

て援助活動支援事業の

務

施
育事業､子育て援助

事

活動支援事業の施設等

業

を利 設等を利用した保

評

育を必要とする子ども

価

の保
用した保育を必要

シ

とする子どもの保護者

ー

へ、 護者について、3

ト

～5歳児は3.7万円

（

、0～2歳児
施設等利

様

用費を給付し、経済的

式

負担の軽減を は4.2

１

万円（新制度未移行幼

）

稚園児は1.13万円

会

図る。 )を上限に、施

計

設等利用費を給付する

名

。

位
置
づ
け

関連計画

根

担

拠法令 子ども・子育て

当

支援法

対象者 施設等利

部

用給付認定保護者 事業

次

期間 令和元年度 ～

実施

世

方法 ■直営　□委託　

代

□指定管理　□補助・

育

助成　□その他

成部

一般会計
子育

Ｂ

て

　
事
　
業
　
実
　
績

５年

の

度実績 ６年度実績 ７年

た

度実績 ８年度計画

・給

め

付人数　延べ8,13

の

9人 ・給付人数　延べ

施

4,237人 ・給付人

設

数　延べ3,769人

等

・給付人数　延べ4,

利

145人

　認可外保育

用

施設、一時預かり事業

給

、病児病後児保育事業

付

、子育て援助活動支援

事

事業の施設等を利用し

業

た保育を必要とす

成果

担

る子どもの保護者への

当

経済的負担を軽減する

課

ことができた。

　大規

子

模な宅地開発やマンシ

ど

ョン建設が進む地域も

も

あるため、保育ニーズ

課

を注視しながら適切に

款

予算措置をしていく必

項

要

がある。
課題

指標名

目

称（単位）
実績値 目標

担

値

５年度 ６年度 ７年度

当

８年度 １０年度

活動 延

係

べ児童数（人） 8,1

管

39 4,237 3,7



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 106,898 94,037 83,984 128,048 合計 83,983,775 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 76,429 67,501 59,103 95,901 交付金 751,650 円
扶助費 83,232,125 円

一般財源 30,469 26,536 24,881 32,147

職員人件費　② 1,151 796 827 847

総事業費（①＋②） 108,049 94,833 84,811 128,895

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 子育てのための施設等利用給
付交付金（国）

９年度以降の事業費見込 0 私立幼稚園授業料等軽減補助
金（県）　等

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 子育て支援
施策体

和

系
施策の内容 幼児教育

７

・保育の充実

目
　
　
　

年

的

　幼児教育・保育無

度

償化への実施に伴い、

評

私

主
た
る
内
容

　私立幼

価

稚園を利用した保護者

）

について、月
立幼稚園

刈

を利用した保護者へ、

谷

施設等利用費 額25,

市

700円を上限に施設

事

等利用費を給付し、
及

務

び給食費の補助を給付

事

し、経済的負担の軽 低

業

所得世帯及び国基準の

評

第3子の世帯に給食費

価

減を図る。 の一部を補

シ

助する。

位
置
づ
け

関連

ー

計画 刈谷市こども計画

ト

根拠法令 子ども・子育

（

て支援法

対象者 施設等

様

利用給付認定保護者 事

式

業期間 令和元年度 ～

実

１

施方法 ■直営　□委託

）

　□指定管理　■補助

会

・助成　□その他

計名 担当部 次世代育

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

５

成

年度実績 ６年度実績 ７

部

年度実績 ８年度計画

・

一

給付人数　延べ4,1

般

80人 ・給付人数　延

会

べ3,668人 ・給付

計

人数　延べ3,244

私

人 ・給付人数　延べ3

立

,568人
・副食費免

幼

除者数　13人 ・副食

稚

費免除者数　17人 ・

園

副食費免除者数　16

利

人 ・副食費免除者数　

用

16人

　私立幼稚園を

給

利用する子どもの保護

付

者への経済的負担を軽

事

減することができた。

業

成果

　将来の利用者数

担

の状況は不透明ではあ

当

るが、大規模な宅地開

課

発やマンション建設な

子

どを注視しつつ、適切

ど

な予算措置を

していく

も

必要がある。
課題

指標

課

名称（単位）
実績値 目

款

標値

５年度 ６年度 ７年

項

度 ８年度 １０年度

活動

目

延べ児童数（人） 4,

担

180 3,668 3,

当

244 3,568 3,

係

328
指標
活動 副食費

管

免除児童数（人） 13

理

17 16 16 16
指標

係

他市との
比較検証

3 2 1



金 118,800 円

一般財源 0 0 39 402

職員人件費　② 0 0 827 847

総事業費（①＋②） 0 0 946 2,053

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金
地域子ども・子育て支援事業

９年度以降の事業費見込 0 費補助金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 子育て支援
施策体

和

系
施策の内容 幼児教育

７

・保育の充実

目
　
　
　

年

的

　一時保育を利用す

度

る児童の保護者へ、利

評

用

主
た
る
内
容

　所得の

価

低い世帯や支援が必要

）

な児童の世帯
料の補助

刈

を行い、経済的負担の

谷

軽減を図る。 等の児童

市

が、一時保育を利用し

事

た場合に、保
護者が支

務

払うべき利用者負担額

事

に対して補助
を行う。

業

位
置
づ
け

関連計画

根拠

評

法令 刈谷市一時保育利

価

用料補助金交付要綱

対

シ

象者 一時保育利用児童

ー

の保護者 事業期間 令和

ト

７年度 ～

実施方法 □直

（

営　□委託　□指定管

様

理　■補助・助成　□

式

その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業

次

　
実
　
績

５年度実績 ６

世

年度実績 ７年度実績 ８

代

年度計画

　 　 補助人数

育

　4人 補助人数　9人

成

　 　
　 　
　 　
　　　―

部

―――――― 　　　―

一

――――――

　一時保

般

育を利用する保護者の

会

負担を軽減することが

計

できた。

成果

　将来の

一

利用者数の状況は不透

時

明ではあるが、大規模

保

な宅地開発やマンショ

育

ン建設などを注視しつ

利

つ、適切な予算措置を

用

していく必要がある。

料

課題

指標名称（単位）

補

実績値 目標値

５年度 ６

助

年度 ７年度 ８年度 １０

事

年度

活動 補助人数 ― ―

業

4 9 9
指標
活動
指標

他

担

市との
比較検証

当課 子ども課

款 項

Ｃ
　

目

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

担

位：千円
５年度 ６年度

当

７年度 ８年度 ７年度

（

係

決算） （決算） （決算

施

） （予算） 事業費内訳

設

事業費　① 0 0 119

係

1,206 合計 118

3

,800 円
負担金、

2

補助及び

財
　
源

特定財

1

源 0 0 80 804 交付



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 70,913 471,013 481,124 525,845 合計 481,124,350 円
需用費 42,816,937 円

財
　
源

特定財源 9 43,557 12,240 33,827 役務費 1,739,945 円
委託料 422,818,150 円

一般財源 70,904 427,456 468,884 492,018 使用料及び賃借料
13,749,318 円

職員人件費　② 3,990 4,778 4,961 5,080

総事業費（①＋②） 74,903 475,791 486,085 530,925

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

９年度以降の事業費見込 0 地域こども・子育て支援事業
費補助金（県）　等

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

８

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安心

基本施策 子

令

育て支援
施策体系

施策

和

の内容 幼児教育・保育

７

の充実

目
　
　
　
的

　公

年

立保育園等を適切に維

度

持管理することで

主
た

評

る
内
容

　各種設備の保

価

守管理をはじめとした

）

園に関
保育園児の快適

刈

な生活環境を維持する

谷

。 する維持管理業務を

市

行う。

位
置
づ
け

関連計

事

画  

根拠法令  

対象者

務

保育園児、保護者 事業

事

期間 ～

実施方法 ■直営

業

　■委託　□指定管理

評

　□補助・助成　□そ

価

の他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　

会

実
　
績

５年度実績 ６年

計

度実績 ７年度実績 ８年

名

度計画

光熱水費、修繕

担

料、各種委託 光熱水費

当

、修繕料、各種委託 光

部

熱水費、修繕料、各種

次

委託 光熱水費、修繕料

世

、各種委託
料、土地借

代

上料等を支払い、 料、

育

土地借上料、おがきえ

成

・ 料、土地借上料、お

部

がきえ・ 料、土地借上

一

料、おがきえ・
円滑に

般

保育園等を維持管理し

会

あおば保育園の指定管

計

理料等 あおば保育園の

保

指定管理料等 あおば保

育

育園の指定管理料等
た

園

。 を支払い円滑に保育

等

園等を維 を支払い円滑

管

に保育園等を維 を支払

理

い円滑に保育園等を維

事

持管理した。 持管理し

業

た。 持管理する。

　円

担

滑に保育園等を管理す

当

ることができた。

成果

課

　今後も園児の快適な

子

生活環境を維持するよ

ど

う努めていく必要があ

も

る。また、燃料費の高

課

騰、夏季の高温化に伴

款

う光熱水

費、樹木の高

項

木化による剪定委託料

目

、施設・設備の老朽化

担

による修繕料等の増加

当

が予想される。
課題

指

係

標名称（単位）
実績値

施

目標値

５年度 ６年度 ７

設

年度 ８年度 １０年度

 

係

指標
 

指標
 

他市との

3

比較検証

2 3



改修箇所数（箇所） 8 11 5 4 4
指標
活動
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 21,020 40,660 21,000 合計 40,659,770 円
工事請負費 40,659,770 円

財
　
源

特定財源 0 0 24,746 686

一般財源 0 21,020 15,914 20,314

職員人件費　② 0 1,832 1,902 1,947

総事業費（①＋②） 0 22,852 42,562 22,947

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 保育環境改善事業費補助金（
県）

９年度以降の事業費見込 0 前年度繰越金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

８

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安心

基本施策 子

令

育て支援
施策体系

施策

和

の内容 幼児教育・保育

７

の充実

目
　
　
　
的

　保

年

育園等の良好な保育環

度

境の維持と施設の

主
た

評

る
内
容

　園舎等の破損

価

や痛みが激しい箇所を

）

改修す
延命化を図るた

刈

め、園舎等を改修する

谷

。 るなど、延命化のた

市

めの保全を行う。

位
置

事

づ
け

関連計画

根拠法令

務

対象者 保育園児、保護

事

者 事業期間 ～

実施方法

業

■直営　■委託　□指

評

定管理　□補助・助成

価

　□その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事

会

　
業
　
実
　
績

５年度実

計

績 ６年度実績 ７年度実

名

績 ８年度計画

　 ・かり

担

がね保育園外倉庫防水

当

・さくら保育園駐車場

部

側溝改 ・日高乳児園フ

次

ェンス改修工
　 等改修

世

工事 修工事 事
　 ・かり

代

がね保育園職員トイレ

育

・かりがね保育園物置

成

小屋改 ・日高乳児園他

部

人工芝設置工
　 改修工

一

事 修工事 事
　　　――

般

――――― ・かりがね

会

保育園西側昇降口 ・双

計

葉乳児園フェンス改修

保

工 ・慈友乳児園空調機

育

設置工事
改修工事 事 ・

園

日高乳児園空調機設置

等

工事
・日高乳児園駐車

改

場設置工事 ・慈友乳児

修

園上裏等改修工事
・日

事

高乳児園駐車場表面改

業

修 ・おがきえ保育園外

担

壁等改修
工事　他 工事

当

（Ｒ６繰越分）

　園舎

課

、施設等を改修し、保

子

育環境を良好なものに

ど

改善するとともに、予

も

防的に施設を保全し、

課

施設の延命化を図るこ

款

と

成果
ができた。

　本

項

事業は主に大規模では

目

ない園舎、施設等の修

担

繕を行うものであるが

当

、建替えや大規模改造

係

の実施により補修箇所

施

は減

少傾向にある。し

設

かし、不具合箇所の早

係

期発見、早期補修によ

3

る予防的保全と、良好

2

な保育環境を維持する

3

必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動



食器の補充 ・給食用食器の補充

　計画に基づき、厨房機器や配膳用物品等を更新することで安全で衛生的な給食を提供することができた。また、給食献

成果
立検討会で前年の献立を点検・評価することで、適切な給食の提供をすることができた。

　アレルギー児の増加や、乳児枠拡大に伴い0歳児、1歳児の入所増加により、今後もアレルギー食、離乳食等の個々に応

じた給食の正確な提供が必要となる。
課題

　アレルギー食や離乳食など細かい対応への依頼が増加していることから、今後もさらなる連携が必要となる。また、物

価高に伴う賄材料費の増加が見込まれる。

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 給食用食器の更新率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 116,050 247,158 253,132 270,014 合計 253,132,022 円
需

Ｄ

用費 119,118,

　

287 円

財
　
源

特定

　

財源 43,913 47

　

,497 45,213

Ｏ

44,864 役務費 4

　

29,000 円
委託

　

料 129,595,6

∧

95 円

一般財源 72

　

,137 199,66

　

1 207,919 22

実

5,150 備品購入費

　

3,989,040 

　

円

職員人件費　② 3,

施

606 6,689 6,

　

946 7,112

総事

　

業費（①＋②） 119

∨

,656 253,847 260,078 277,126

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 給食費徴収金
資源売却収入

９年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

８

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安心

基本施策 子育て

令

支援
施策体系

施策の内

和

容 幼児教育・保育の充

７

実

目
　
　
　
的

　発達段

年

階に応じた給食を提供

度

し、栄養補給

主
た
る
内

評

容

　保育園等の賄材料

価

費等の支払いや、調理

）

室
と心身の健全育成を

刈

目指し、円滑な保育園

谷

等 内の消耗品、備品等

市

を順次更新する。
の給

事

食運営を図る。 　公立

務

保育園等の給食調理業

事

務を委託する。
　また

業

、給食調理業務は、少

評

人数職種で勤務
体制を

価

編成しにくい状況のた

シ

め、給食調理業
務を委

ー

託し経費等の効率化を

ト

図る。

位
置
づ
け

関連計

（

画  

根拠法令  

対象者

様

保育園児、給食担当職

式

員、事業者 事業期間 ～

１

実施方法 ■直営　■委

）

託　□指定管理　□補

会

助・助成　□その他

計名 担当部 次世代育

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

成

５年度実績 ６年度実績

部

７年度実績 ８年度計画

一

・厨房機器年間保守委

般

託 ・給食調理業務委託

会

及び厨房 ・給食調理業

計

務委託及び厨房 ・給食

給

調理業務委託及び厨房

食

（富士松南保育園他7

運

園） 機器年間保守委託

営

機器年間保守委託 機器

事

年間保守委託
・食器消

業

毒保管庫、食器洗浄 （

担

富士松南保育園他7園

当

） （富士松南保育園他

課

7園） （富士松南保育

子

園他7園）
機、ガス回

ど

転釜の更新 ・スチーム

も

コンベクションオ ・炊

課

飯器、冷凍庫等の更新

款

・食器洗浄機の更新
（

項

あおば保育園） ーブン

目

の更新 （あおば保育園

担

） （かりがね保育園、

当

富士松南
・給食献立検

係

討会の実施 （あおば保

施

育園） ・給食献立検討

設

会の実施 保育園）
・給

係

食担当者研修会の実施

3

・給食献立検討会の実

2

施 ・給食担当者研修会

3

の実施 ・給食献立検討会の実施
・給食用食器の補充 ・給食担当者研修会の実施 ・給食用食器の補充 ・給食担当者研修会の実施

・給食用



） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 71,060 78,254 83,756 92,980 合計 83,756,328 円
需用費 47,864,675 円

財
　
源

特定財源 12 12 12 12 役務費 3,408,232 円
委託料 26,530,707 円

一般財源 71,048 78,242 83,744 92,968 使用料及び賃借料
5,866,474 円

職員人件費　② 4,374 4,300 4,465 4,572 備品購入費 86,240 円

総事業費（①＋②） 75,434 82,554 88,221 97,552

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

８

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安心

基本施策 子育

令

て支援
施策体系

施策の

和

内容 幼児教育・保育の

７

充実

目
　
　
　
的

　幼児

年

園を適切に維持管理す

度

ることにより、

主
た
る

評

内
容

　各種設備の保守

価

管理をはじめとした園

）

に関
幼児園児の快適な

刈

生活環境を維持する。

谷

する維持管理業務を行

市

う。

位
置
づ
け

関連計画

事

 

根拠法令  

対象者 幼

務

児園児、保護者 事業期

事

間 ～

実施方法 ■直営　

業

■委託　□指定管理　

評

□補助・助成　□その

価

他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実

会

　
績

５年度実績 ６年度

計

実績 ７年度実績 ８年度

名

計画

光熱水費、修繕料

担

、各種委託 光熱水費、

当

修繕料、各種委託 光熱

部

水費、修繕料、各種委

次

託 光熱水費、修繕料、

世

各種委託
料、土地借上

代

料等を支払い円 料、土

育

地借上料等を支払い円

成

料、土地借上料等を支

部

払い円 料、土地借上料

一

等を支払い円
滑に幼児

般

園を維持管理した。 滑

会

に幼児園を維持管理し

計

た。 滑に幼児園を維持

幼

管理した。 滑に幼児園

児

を維持管理する。

　円

園

滑に幼児園を維持管理

管

することができた。

成

理

果

　今後も園児の快適

事

な生活環境を維持する

業

よう努めていく必要が

担

ある。また、燃料費の

当

高騰、夏季の高温化に

課

伴う光熱水

費、樹木の

子

高木化による剪定委託

ど

料、施設・設備の老朽

も

化による修繕料等の増

課

加が予想される。
課題

款

指標名称（単位）
実績

項

値 目標値

５年度 ６年度

目

７年度 ８年度 １０年度

担

 
指標

 
指標

 
他市と

当

の
比較検証

係 施設係

3 2 4

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算



年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 改修箇所（箇所） 22 35 ４ 3 3
指標
活動 大規模改造設計（園） 1 ― ― ― ―
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 46,219 37,582 96,568 合計 37,582,185 円
工事請負費 37,582,185 円

財
　
源

特定財源 0 0 2,768 36,484

一般財源 0 46,219 34,814 60,084

職員人件費　② 0 2,708 2,811 2,879

総事業費（①＋②） 0 48,927 40,393 99,447

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 保育環境改善事業費補助金（
県）

９年度以降の事業費見込 0 前年度繰越金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

８

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安心

基本施策 子育

令

て支援
施策体系

施策の

和

内容 幼児教育・保育の

７

充実

目
　
　
　
的

　幼児

年

園の良好な保育環境の

度

維持と施設の延

主
た
る

評

内
容

　園舎等の破損や

価

痛みが激しい箇所を改

）

修す
命化を図るため、

刈

園舎等を改修する。 る

谷

など、延命化のための

市

保全を行う。

位
置
づ
け

事

関連計画

根拠法令

対象

務

者 幼児園児、保護者 事

事

業期間 ～

実施方法 ■直

業

営　■委託　□指定管

評

理　□補助・助成　□

価

その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業

会

　
実
　
績

５年度実績 ６

計

年度実績 ７年度実績 ８

名

年度計画

　 ・衣浦幼児

担

園藤棚等塗装工事 ・東

当

刈谷幼児園他2園上裏

部

等改・【FM】富士松

次

南幼児園屋上
　 ・衣浦

世

幼児園北側フェンス改

代

修工事 防水改修工事
　

育

修工事 ・双葉幼児園南

成

園舎外階段設 ・【FM

部

】小垣江幼児園外壁等

一

　 ・小高原幼児園他5

般

園砂場枠補置工事 改修

会

工事
　　　―――――

計

―― 修工事 ・【FM】

幼

小垣江幼児園ダムウ ・

児

【FM】朝日幼児園屋

園

上防水
・かりがね幼児

改

園遊戯室音響 ェーター

修

改修工事 改修工事
設備

事

改修工事 ・小垣江幼児

業

園空調設備改修
・日高

担

幼児園他2園フェンス

当

改工事（Ｒ６繰越分）

課

修工事　他

　老朽化し

子

た園舎、施設等を改修

ど

し、保育環境を良好な

も

ものに改善するととも

課

に、予防的に施設を保

款

全し、施設の延命化

成

項

果
を図ることができた

目

。

　本事業は主に園舎

担

、施設等の大規模な改

当

修を行うものであるが

係

、大規模改造の実施に

施

より改修箇所は減少傾

設

向にある。

しかし今後

係

も外壁改修や屋上防水

3

等のように定期的に改

2

修が必要な箇所につい

4

ては、公共施設維持保全計画に基づき、計
課題

画的に改修を行う必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

５



る。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 31,377 38,561 43,250 49,617 合計 43,250,478 円
報酬 20,522,512 円

財
　
源

特定財源 11,822 7,383 8,450 12,140 職員手当等 7,574,880 円
旅費 452,460 円

一般財源 19,555 31,178 34,800 37,477 需用費 14,018,626 円
備品購入費 682,000 円

職員人件費　② 767 796 827 847

総事業費（①＋②） 32,144 39,357 44,077 50,464

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 給食費徴収金
こども園事業費寄付金

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

８

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安心

基本施策 子育

令

て支援
施策体系

施策の

和

内容 幼児教育・保育の

７

充実

目
　
　
　
的

　発達

年

段階に応じた給食を提

度

供し、栄養補給

主
た
る

評

内
容

　給食の実施に必

価

要な消耗品等の購入及

）

び会
と心身健全育成を

刈

目指し、円滑な幼児園

谷

の給 計年度任用職員の

市

雇用を行う。
食運営を

事

図る。

位
置
づ
け

関連計

務

画  

根拠法令  

対象者

事

幼児園児 事業期間 平成

業

１１年度 ～

実施方法 ■

評

直営　■委託　□指定

価

管理　□補助・助成　

シ

□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　

計

業
　
実
　
績

５年度実績

名

６年度実績 ７年度実績

担

８年度計画

・安全衛生

当

に留意したマニュ ・安

部

全衛生に留意したマニ

次

ュ ・安全衛生に留意し

世

たマニュ ・安全衛生に

代

留意したものと
アルの

育

もとに実施 アルのもと

成

に実施 ュアルのもとに

部

実施 なるようマニュア

一

ルを見直し
・牛乳アレ

般

ルギーへの対応 ・牛乳

会

アレルギーへの対応 ・

計

牛乳アレルギーへの対

給

応 実施する
・1号認定

食

(預かり保育申込児)

運

・1号認定(預かり保

営

育申込児)・1号認定

事

(預かり保育申込児)

業

・牛乳アレルギーへの

担

対応
2号認定のおやつ

当

購入 2号認定のおやつ

課

購入 2号認定のおやつ

子

購入 ・1号認定(預か

ど

り保育申込児)
2号認

も

定のおやつ購入

　給食

課

事業に必要な消耗品の

款

購入や衛生に留意した

項

設備の管理等をし、安

目

全な給食が提供できて

担

いる。　

成果
　マニュ

当

アルの見直しを毎年行

係

い、常に、安全安心な

幼

給食が提供できている

児

。

　

　アレルギーがあ

園

る幼児の安全に留意し

係

、アレルゲンのうち、

3

卵・乳を抜いたおやつ

2

を提供している。しか

4

し、様々なア

レルギーが増加していることから、誤食防止の徹底のための対応マニュアルを都度見直す必要があ



ルームで地域の教育センターとして施設や機能を地域に開放したことで積極的に子育て

成果
支援をすることができた。

ほのぼのルームへの関心が高まっているため、園と連携して内容の充実を図っていく必要がある。親子触れ合い遊び、各

種講座については、参加したくなるような内容の充実を図っていく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 実施回数（回） 65 47 45 60 60
指標
活動 利用者数（人） 4,251 3,032 2,648 3,000 3,000
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,038 1,868 2,012 2,401 合計 2,012,310 円
報償費 1,875,592 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 136,718 円

一般財源 2,038 1,868 2,012 2,401

職員人件費　② 767 796 827 847

総事業費（①＋②） 2,805 2,664 2,839 3,248

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年

Ｄ

度以降の事業費見込 0

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 子育て支援
施策体系

和

施策の内容 地域におけ

７

る子ども・子育て支援

年

目
　
　
　
的

　少子化や

度

子育てを巡る様々な問

評

題に対し、

主
た
る
内
容

価

　保護者に対する教育

）

相談や幼児教育に関す

刈

地域の方に幼児園で行

谷

う講演会や親子触れ合

市

る各種講座を開催する

事

。
い遊びなどの講座を

務

提供することで、子育

事

て
の支援をするととも

業

に、地域全体の教育の

評

向
上を図る。

位
置
づ
け

価

関連計画

根拠法令

対象

シ

者 小学校入学前の子ど

ー

もとその保護者 事業期

ト

間 平成１２年度 ～

実施

（

方法 ■直営　□委託　

様

□指定管理　□補助・

式

助成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ

次

　
事
　
業
　
実
　
績

５年

世

度実績 ６年度実績 ７年

代

度実績 ８年度計画

・ほ

育

のぼのルーム全幼児園

成

15 ・ほのぼのルーム

部

全幼児園15 ・ほのぼ

一

のルーム（5月から3

般

・ほのぼのルーム（5

会

月から3
園で実施 園で

計

実施 月まで）全幼児園

地

15園で実施 月まで）

域

全幼児園15園で実施

子

5月から3月までの2

育

2回実施の 5月から3

て

月までの22回実施の

支

5月から3月までの2

援

2回実施の ・親子触れ

事

合い遊び・各種講
べ利

業

用者数3,980人（

担

1園1回あべ利用者数

当

3,787人（1園1

課

回あべ利用者数3,2

子

19人（1園1回あ座

ど

たり平均利用者数11

も

人） たり平均利用者数

課

11人） たり平均利用

款

者数10人）
・親子触

項

れ合い遊び、各種講 ・

目

親子触れ合い遊び、各

担

種講 ・親子触れ合い遊

当

び・各種講
座 座 座 5

係

月から3月までの45

幼

回実施
5月から3月ま

児

での65回実施 5月か

園

ら3月までの47回実

係

施 のべ人数2,648

3

人
のべ利用者数4,2

2

51人 のべ利用者数3

4

,032人

幼児に対する各種講座やほのぼの




